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] . はじめに 

近年、 研究開発の先端化と 共に高速化巨大化が 進み、 基礎的基盤的な 研究と い えども、 

組織的にあ るいは組織間協力によって 進めることが 多くなっている。 そこで、 本研究では 

第五世代コンピュータ・プロジェクトの 研究活動を事例として、 組織的に行なう 高質 な知 

識の創造過程のモデルを 提案し、 マネージメントの 実例をあ げて考察を加える。 

2. 第五世代コンピュータ・プロジェクトの 研究開発体制 ( り 

日本のコンピュータ 産業の技術は、 1gW0 年代に欧米先進国に 追い つ いたとされているが、 

通産省は 1979 年から第五世代コンピュータに 関する調査委員会を 設け、 1981 年までの 3  年 

間 、 大学や国の研究機関およびコンピュータメーカの 研究者がコンビュータ 技術の目標は 

もちろんのこと、 国際貢献や社会的ニーズとの 結び寸寸き、 日本の国家プロジェクトとして 

0 枠組みと役割などの 調査をし議論を 戦わせた。 その結果、 1982 年に第五世代コンピュー 

タ・プロジェクトを 発足させた。 このプロジェクトの 研究開発の中核となるのが ( 財 ) 新 

世代コンピュータ 開発機構 (ICOT) であ る。 それまでの日本の 国家プロジェクトでは、 
研究テーマと 資金を与えてそれぞれ 個別の組織において 研究するという 形が多かったが、 

I COT は国の研究機関やコンピュータメーカなどから 出向した研究者を 一 ケ 所に集める 

集中研究所の 方式を取っている。 その理由は「統一的な 枠組みのなかでテーマの 選択や指 
噂 が、 強力なリーダシップのもとにできること」 「日本ではこの 分野の研究者が 少ないた 

め 、 集中的に育成する 必要があ ること」 「覚部の研究者との 交流のために 中核が必要であ 

ること」であ る。 研究開発にかかわる 全費用は通産省から I COT への委託契約に 基づき 

国が負担しており、 毎年の研究計画は 通産省の承認を 受けている。 通産省は本プロジェク 

トの諮問のために 委員会を設置し、 プロジェクトの 計画と成果の 評価についてのアドバイ 

スを 受けてきた。 また、 コンピュータの 試作や応用プロバラムなどの 研究については I C 

OT. から各コンピュータメーカに 再 委託した。 

第五世代コンピュータ・プロジェクトは、 先端的でリスキ 一な技術開発を 行なう必要が 

あ り、 目標探索型のプロジェクトであ ったから、 プロジェクトの 期間 11 年を前， 中 ・ な麦期 

に 分け、 各段階の初めに 研究目標を定めながら 進められた。 プロジェクトの 予算は、 総額 

で 542 億円に達している。 I COT の組織は、 前期は 3 研究室で、 中期は 5 研究室に増加 

し 、 後期の半ばからは 7 研究室体制になっている。 研究者の数は 当初の 41 人から 95 人まで 

増えており、 出向元の組織数も 11 から 19 まで増えている。 研究者は 35 オ 以下の若手から 集 

められ、 3 ～ 4 年のローテーションが 行なわれた。 
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3. 組織的知識創造の 過程 
日本企業におけるイノベーション   プロセスは、 これまで数多くの 実証的研究によって 

分析されてきたが、 野中はイノベーションの 本質を知識創造のプロセスとして 捉える概念 
モデルに基づき ; 日本企業の知識創造マネジメントを、 より普遍的なレベルで 分析するこ 

とを続けている (2)Q 
知識には言語 ィヒ が困難で主観的な「暗黙 知 」と、 言語化が可能で 客観的な「形式 知 」 が 

あ り、 この両者の循環的な 相互作用によって 知識の創造・ 拡張が行われる。 暗黙 知と 形式 
知の相互作用には 図 1 に示すようなパターンがあ る。 主体内での暗黙知から 形式知への 変 

換 過程は「表出化」、 形式知から暗黙知への 変換過程は「内面化」と 呼ぶ。 また、 主体 問 

での形式知を 結び付けるパターンは「結合化」、 暗黙 知が 共有されていく 過程は「共同化」 
と呼ぶ。 

組織的知識創造プロセスのモデルは 図 2 に示すようなものであ り、 個人レベル、 集団レ 

ベル及び組織レベルの 三つのフェーズに 分けて考察できる (3)0 つまり、 個人の意図と 自律 
性 によって獲得された 新しい知識が 集団の中で概俳化され、 組織の中で正当な 知識に発展 
してイノベーションが 達成されるの 

であ る。 組織で研究開発を 行なう 場 

合 、 新知識は、 はじめ個々の 研究者 

が 五感を通じて 獲得した暗黙知の 中 

に 存在する。 そしてまず、 研究者集 

厄日の中でのメタファを 使った文才言舌 や 

体験の共有を 通じた暗黙知の 共同化 

が 起こる。 この暗黙知の 共同化が 、 

組織的知識創造の 前提となるのであ 
主体 A 

る 0 共同 7 ヒ された暗黙 知は 、 さらに 
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対話のプロセスの 中で形式 知へ 表出 図 1  知識変換のバターン 

ィヒ され、 概念 ィヒ されていく。 
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図 2  組織的知識創造のプロセス 
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こうして創造された 形式 知は 、 組織レベルの 計画に基づいて 他の形式 知と 結合され、 実 

験のスペックなどに 具体化される。 研究者は実験などによる 新知識の正当化を 体験するこ 

とによって、 真理観を獲得する。 そして、 そこで検証された 形式 知は、 新たな暗黙 知 とし 

て内面化されるのであ る。 

4. 研究マネ 、 一 ジメントのメカニスム 

I COT のような基盤技術の 開発を行なう 研究グループでは、 プロジェクトの 目標とそ 
れぞれのグループの 役割が与えられるだけで、 研究テーマや 研究方法などの 研究計画は自 

主 的に設定して、 研究を進めていく。 このとき、 文献、 書物や他グループの 研究成果さら 
に 講演 や 3 オ 話 、 実験、 観察などを含めた 研究環境から 多数の形式 知 および暗黙知を 得てい 

る。 また、 グループの研究活動の 出力であ る研究成果は 研究論文、 プロバラム、 特許、 仕 

様など言語化された 形式 知 であ る。 

この ょ うな外部条件を 備えた研究グループの 知識創造のメカニズムを 図 3 に示す。 同国 

では知識を楕円で 囲み、 知識の処理を 四角で囲んでいろ。 矢印は知識の 伝わる方向を 示し 
ている。 最下段の知識資源はリーダ や 研究員など研究グループの 全員が持っているすべて 

の形式 知と 暗黙知を示している。 この知識資源には、 研究環境から 多種多様な知識が 入り 
込む一方、 関連の薄い知識は 忘れ去られていく。 このような大きな 知識の W 禍 のなかから、 

図 1 に示したような 種々の知識変換を 受けて、 新しい知識が 生まれてくる。 新知識は研究 

計画と比較され 評価されて、 最終的な研究成果と 判定されるまで、 新しい知識資源として 

戻される。 種々の新しい 知識が次々と 生まれ、 柑 禍の中の知識が 大きくゆらぎだし、 ひと 

っの方向への 協調作用が生じてきた 時に、 研究成果にっながる 芽の知識であ る統合化され 

た 暗黙 知が 生まれる。 それらの暗黙 知は 、 研究者仲間の 対話のなかで 共同化され、 競い合っ 

て表出化される。 そして、 最終的にグループの 研究成果として 外部に出ていく。 

r@ 研究クループ「 

研究 昧坑 知 識 黄 海 

  

  

図 3  研究グループの 知識創造過程 

リーダの作った 最初の研究引両で 研究成果が得られれば よい のであ るが、 往々にして、 

計画どおりに 成果が得られないことがあ る。 この場合、 リーダは新知識の 出方や組織全体 
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の 状況を見て、 研究計画や研究環境を 改善する。 この計画や環境の 改善案の創造過程は 研 
究者の知識創造の 過程と同じで、 組織の研究目標と 比較し評価して、 最善の案が練られて 

い くのであ る。 改善案は明示的な 研究計画以覚に、 単純化させるべきとか、 すっきりさせ 

るべきというように、 暗黙的に方 

向を示すこともあ る。 ホ モデルは 、 「 " " " 「 

知 識 寅 源 

混沌とした知識資源の 中から秩序 

だった研究成果を 生みだして い く 

部分と、 研究目標に合わせて 自律 
的に計画を修正していく 部分とを 

合わせ持っている。 即ち、 グルー 

プ における知識創造のメカニズム 

は自己組織牲を 持っていると い え 

る 。 そして、 リーダの果すべき 研 
    

究マネージメントは、 グループの 図 4  研究者の知識創造過程 

活動状況と同時に 組織全体の状況 

を見て、 研究計画や研究環境を 改 
善していくことであ るといえる。 

ここでは集団レベルでの 知識別 

造の メカニズムを 示したが、 個人 

レベルあ るいは組織レベルでも 同 

様なモデルが 成り立っ ( 図 4 、 図 

5) 。 これらの自己組織、 ンステム 

は 下位の自己組織性が 上位の自律 研究 乙窩 知 識 寅 源 

要素として取り 込まれている 複合 

的な自己組織システムを 形成して 図 5  研究組織の知識創造過程 

いる (4)0 

5. l COT における研究マネージメントの 事例 
自己組織システムに 取り込まれた 研究グループのリーダあ るいは研究組織のマネージャ 

一の改善活動、 即ち研究マネージメントを ICOT における事例と 共に以下に列挙する。 
ここで取り上げる 事例の多くは 昨年の 6 月から 8 月にかけて、 ICOT の 渕 研究所長をは 
じめ、 プロジェクトの 実施に重要な 役割を果たしたマネージャー 6 人と研究者 4 人に対し 

て行なった詳細なインタビュ 一の結果に基づいている。 

(1 ) 明快なビジョンの 提示 

明快なビジョンというのは「知識処理と 並列処理を結び 付けて、 推論を行なうコンピュ 
一タを 開発する」という、 単純なビジョンのことであ る。 このように、 明 ，央であ ったため 

に、 このビジョンは 上ヒ較 的容易に組織内はもちろん 組織間にも共有されることができた。 

さらに、 この技術ビジョンがプレ・コンペティティブで、 ジェネリックな 技術の研究を 目指 
すものであ ったことから、 参加企業の利害を 反映する競争が 発生せず、 組織間組織として 
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共通の創造の 場を準備することができた。 

(2) 知のゆらぎ創造 
矢口調創造での 基本的なゆらぎは、 研究者の矢口調資源の 中に種々の知識が 次々と入り込み、 

それらを統合する 暗黙 知が 多様になり、 あ いま い になり、 不安定に大きく 変動することで 

あ る。 このようなゆらぎは 組織内の戦略、 リーダシップ、 人材登用などによって 意識的に 

作ることができるが、 ICOT では、 渕 所長の「個人の 発想、 を集団の中で 共有する」と ぃ 

ラマネージメント 方針による研究者同士の 対話が重要な 役割を果たしている。 大部屋研究 

室の頻繁なレイアウト 変更、 方向づけ・コンセンサスのための 合宿、 泊まり込んで 議論を 

する談話 室 、 海外研究者招牌制度、 主要研究者のリーダシップなど、 種々の形の対話がデ 

ザインされていた。 このような対話の 場で暗黙 蜘が 共同化され、 知の大きなゆらぎが 生じ、 

さらに、 ひとっの方向への 協調作用が生じて、 研究成果にっながる 知識が生まれたのであ 

る 。 

(3) 知のレベル向上 
ICOT のように 高質 な知識創造を 目指す場合は、 高度な専門知識の 資源が必要であ る。 
知のレベル向上方法として 国立研究機関・コンピュータメーカからの 優秀な若手研究者の 

出向、 主要研究者の 出向期間延長、 国際会議・シンポジウムの 開催、 海外研究者の 受け入 

れ制度などを 実施した。 これらの施策は 、 単に知識資源を 増やし確保するだけではなく、 

高質 な競争と協調の 場を形成することになり、 相乗効果が生じた。 

これに関して、 内田研究部長は「 3 年たって、 最初の逐次型マシンができたあ たりか 

ら 、 優秀な研究者が 大勢来るようになりました。 その人達が ICOT に集まって 、 新しい 

学会の設立集会などをやったりしました。 そして、 6 年たつと、 インターナショナルに 

人 が集まってくるようになりました 0 」と語っている。 

(4) 創造の自由と 自律性 

研究開発では、 既存の知識を 越えた新しい 知識を産み出さなければならないので、 研究 

者にとっては、 既存の枠に縛られ 々 自由にはみだせる 環境が必要となる。 つまり、 研究に 

は 多様性を持った 個性が偶然を 取り込み、 知のゆらぎを 生じさせることのできる 創造の自 

由度が必要であ る。 

電総研から来て、 第 7 研究室長になった 新田氏によると「研究所のビジョンと 研究室の 

役割が示されただけで、 それを達成させるための 研究テーマや 研究方法については、 自由 

に 決めることができた」ということであ るが、 第 7 研究室の役割は 応、 用プロバラムの 開発 

であ るため、 ICOT で開発された 基本ソフトやハードを 生かすという 拘束条件があ った。 

それは研究者にとって 創造の自由を 拘束するものにもなり、 このため新田室長は「 ICO 

T のピジョンを 研究者に理解させ、 拘束条件 - を納得させる 上で、 ミドルマネージャー とし 

ての苦労があ った」と語っている。 すな ね ち、 創造の自由とプロジェクトとしての 方向，性 

が両立していくためには、 研究者が拘束の 理由を よ く理解し、 ビ 、 ジョン達成のために 自律 

的に研究の絞り 込みを行 う 必要が生じるわけであ る。 

(5) 共同化による 絞り込み 
組織における 知識創造で最も 重要な過程は 、 知のゆらぎが 大きくなって 研究成果に結び 

つくような新しい 知識の芽を生みだすところにあ るが、 それは暗黙知の 共同化によって 効 
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率 的に行なわれるという 事例を示す。 

並列推論処理の 最も基礎的な 言語 GHC を研究した、 上田主任研究員を 含むグループの 
研究では、 完全に並列な 論理言語の研究のために、 Concu 血 entProIo9 という言語を 開発し 

た Sh 暉 ro と、 P 町 lo9 という言語を 開発した C 肚 k と Grego ワを 1 ケ 月程度招牌しておおいに 議 

論を戦わせている。 ここでの知的挑戦が、 GHC 開発の起動力になっている。 そして上田 

主任研究員はこのとき「単純なものへの 憧れを強くし、 Concu ㏄ nt Ⅳ olo9 が新しい言語の 

たたき台となることを 確信した」と 述べている。 その後、 Concu ㏄ nt 且 olo9 で応用プロバ 

ラムや処理系がどのぐらい 作れるかという 検討をし、 その段階で Concu 血 ent 円 oIo9 に問題 

があ ることを感じている。 その問題を明らかにするために 処理系を試作して 絞り込んでそ 子 

くが、 まだ表出化することができなかったようであ る 0 その後、 研究の方向を 転換し、 

Concu 珪 entProlo9 の文法を徹底的にチェックしはじめたとき「釈然としないことをすっき 

りさせようとして、 GHC がふと出てきた」と 語っている。 

この事例では、 言語開発グループの 研究者達が Concu 珪 entProlo9 の問題点を暗黙的に 共 

同化することによって、 研究方法を次々に 変え、 絞り込みを進めている。 このような絞り 

込みは、 表出化の過程が 省略でき、 研究を効率化させるために 有効であ り、 また、 この 共 

同化によって 知識創造で キイ となる個人の 知的ゆらぎを 高め、 内面化や表出化を 促すこと 

ができる。 

5. まとめ 

ィ / ベーションの 本質を知識創造のプロセスとして 捉える立場から、 組織における 知識 

創造は個人が 生みだした知識を 集団、 組織へと発展させる 過程であ るとし、 暗黙 知と 形式 
知の変換パターンで 記述した。 個人、 集団、 組織における 知識創造過程は 全く同じ自己 組 

織 化のパターンを 持っており、 複合構造となっている。 そして、 研究マネージメントはそ 

れぞれのシステムに 内在し、 研究と同じ知識創造のメカニズムによって、 研究を制御して 

い ることを示した。 さらに、 第五世代コンピュータ ，プロジェクトの 研究活動を事例とし 

て、 自己組織システムの 要素としての 研究マネージメントの 要点を示した。 

なお、 本研究を進めるにあ たり多くの助言を 頂いた科学技術政策研究所の 野中部次官 ト総 

括 主任研究官、 永田晃 也 研究員に深く 感謝をいたします。 
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